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　2011年 3月の東日本大震災で東北大学病院は幸いにも人的被害はなく建物にも大きな

被害はなかった．沿岸部で被災した医療機関を支援するため多くの医療スタッフを派遣

し，また多くの患者を受け入れた．他方，ライフライン長期途絶，エレベーター停止など

を経験し，物理的な耐震対策のみならず機能継続にまつわる人的・物的資源の事前対策の

重要性を痛感した．2016年11月に事業継続計画（BCP）策定に着手，以下の行程を経て

2017年11月にBCP第1版を取りまとめた：(i）常設BCP委員会設置，(ii）重要業務調

査／目標復旧時間の推定，(iii）経営資源調査，(iv）リスク分析・評価・対策，(v）リスク

対策表策定／被害想定，(vi）アクションプラン見直し・BCP文書取りまとめ，(vii）病院

BCP第 1版策定．策定したBCPは年月を経るごとに記載事項と実情との間に乖離が生じ

不備や不十分な点が明らかになるため事業継続管理（BCM）が必要となる．「計画」その

ものよりも「計画を立てられる・修正できる力」の醸成に事業継続の意味がある．BCM

活動の一環として2018年度以降，当院では緊急施設・設備点検訓練を繰り返している．

災害時にも当院が医療活動を継続し社会的責務を果たすためには施設設備が稼動してい

ることが大前提となり，これは2011年の東日本大震災の経験にも基づく．地上地下合わ

せて21階相当の病棟建物をエレベーターを使わずに効率よく点検するためチェックリス

トを作成し，訓練のたびに更新を図っている．2020年 2月の新型コロナウイルス感染症

蔓延に伴う一斉臨時休校要請への初動対応おいては継続的に取り組んだBCM活動が奏功

し，迅速な病院職員出勤状況調査につながった．「資源管理」「業務の優先順位」「代替手

段の確保」など，地道なBCP策定行程には多大な時間，労力を要するが，院内各部署の

自覚は高まり不測の事態にも迅速柔軟に対応できる組織作りにつながっている．

索引用語	 事業継続計画（BCP），事業継続管理（BCM），業務の優先順位，代替手段，資源管理
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は　じ　め　に

　病院は社会の公器として災害時にも医療を提供し続け地

域住民の生命と健康を守ることを求められている13）．この

ことは住民にとってなかば当然のことのようでもあるが，

受け入れる側の病院として果たして災害への準備，対策は

万全であるといえるだろうか．本稿では 2011年 3月の東

日本大震災によって一時的に機能不全を経験した東北大学

病院の事業継続計画（business continuity plan：BCP）策

定へのいきさつ，策定ステップ，その後の事業継続管理

（business continuity management：BCM）について解説

する．

Ⅰ．東北大学病院BCP策定

　東北大学病院（以下，当院）は病床数 1,160床，職員数

約 3,300人，約 100部署（2019年 12月時点）から構成さ

れる国内有数の巨大病院である．2011年3月の東日本大震

災では幸いにも患者，職員に人的被害はなく，病院建物に

も大きな被害はなかった．宮城県，岩手県沿岸部では多く

の医療機関が津波によって壊滅もしくは機能停止し，生き

残った病院に多くの患者が殺到しており，それらの病院を

疲弊させないために当院は多くの医療スタッフを長期間に

わたって派遣し，また多くの患者を受け入れ，いわば地域

医療の「最後の砦」として後方支援活動を行うことができ

た9）．他方，病院機能維持の観点からはさまざまな課題が

浮かび上がった．ライフラインの長期途絶1），エレベー

ターの停止6）など病院としての機能不全を経験し，物理的

な耐震対策のみならず機能維持・復旧にかかわる人的・物

的資源の事前対策がその後の業務レベルを大きく左右する

ことを痛感した8）．

　東日本大震災後，当院では 2014年 1月までに高度救命

救急センタースタッフを中心とする有志が現在の BCPの

骨格となる「部署ごとのアクションプラン」を取りまとめ

た．しかし担当者の異動によって最終的な計画策定までに

は至らなかった．2016年に国立大学法人東北大学として

の BCPが策定され，事業所としての当院にも BCP策定が

求められた．

【BCP策定にあたり参照した資料・ガイドライン】

　厚生労働省『BCPの考え方に基づいた病院災害対応計

画作成の手引き』4）や東京都『医療機関の事業継続計画

（BCP）策定ガイドライン』12），また BCPに関する成書2,3）

を参照した．

1．	東北大学病院BCP策定行程

1） 常設 BCP委員会設置

　当院で BCPを策定するにあたり，BCP委員会事務局

〔以下，事務局．医師 3名，看護師 1名，事務職 2名（施

設 1名，総務 1名），外部識者 1名で構成〕を設置し BCP

委員会構想を練った（図 1）．東日本大震災後，前出の有志

による活動が最終的な文書化，体制整備までたどり着かな

かった反省から，BCP策定や策定後の維持管理を病院の公

務として継続的に実施するために常設の BCP委員会設置

をめざした．BCP委員会には進捗管理や予算措置など実効

性を担保する機能が必要であり，委員長には病院幹部であ

る災害対策担当副病院長（教授）が就いた．また発災時災

害対応の中心となる高度救命救急センター，中央診療部門

などの約 20部署の代表委員によって委員会を構成した

（図 1）．BCP委員会を正式に設置し初回会合を 2016年 11

月に開催，以後約 1年にわたって月に 1度の定例会合（30

分程度）を繰り返して BCPを策定した．行程を図 2に示

す．会合では事務局が各種調査を委員に依頼，委員は自部

署にて調査を実施し事務局に回答，事務局は調査結果を集

計し次回会合にて報告，次なる調査を依頼するという形式

を繰り返し院内調査，合意形成を進めていった．

2） 重要業務調査/目標復旧時間の推定

　委員会設置にあたり，事務局では病院長も交え災害時に

おける病院基本方針案を以下のように起案し委員会で決定
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委員長：副病院長（災害対策担当：教授）

副委員長（災害科学国際研究所：教授）

〈事務局〉
災害研（2），高度救命救急センター（1），災対マネジメント
センター（1），施設企画室（1），総務課（1），外部識者（1）

委員（各部署代表，1名ずつ）
高度救命救急センター，手術部，集中治療部，血液浄化療法部，検査部，
放射線部，薬剤部，生理検査センター，材料部，輸血・細胞治療部，MEセ
ンター，MITセンター，歯科治療部，栄養管理室，看護部，施設企画室，
総務課，災対マネジメントセンター，脳神経外科，災害研，外部識者

図 1　東北大学病院BCP委員会構成
委員長には病院幹部である副病院長（災害対策担当）が役職指定
で就く．委員には災害対応の中心となる高度救命救急センター，手
術部，集中治療部，中央診療部門など約 20部署の代表が就いた．
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した．

（ⅰ） 患者，家族，学生，教職員をはじめとする当院全構成

員および来訪者の身体・生命の安全確保

（ⅱ）  当該災害の対応業務としての保健医療の実施による社

会貢献

（ⅲ）  地域社会との連携・地域社会の支援

（ⅳ）  周辺地域への支障（二次災害としての火災の発生，病

原体，有害物質等の流出など）の防止

（ⅴ）  重要な医療・研究・教育の情報および施設・設備の保

全と環境の早期復旧

　これを文言として明記することで，当院が災害時に何を

めざすのかが明確になった．基本方針に沿って，病院運営

を支える各部署特有の重要業務を各部署で検討した．委員

会を構成する各部署はそれぞれに専門性が高度で，特有の

業務を有する（例：血液浄化療法部なら人工透析業務）．

その特有かつ重要な業務について「災害時にも止められな

い通常業務」「災害後に新たに発生する業務」に整理し検

討した．加えて，その重要業務が中断した場合，どの程度

の時間経過によって患者の健康状態や病院の社会的評価に

影響を与えるか評価した（図3）．影響が不可逆的となる評

価値Cに到達する前に何らかの代替手段を用いて重要業務

を復旧させる必要があり，これをもって目標復旧時間を推

定した．重要業務ごとに目標復旧時間を明示した一覧表を

作成することで，各部署の重要業務について優先的に進め

る必要のあるもの，時間的に余裕のあるものを可視化しえ

た（図 3）．患者の健康状態維持，社会的要請への応答の観

点で考えると目標復旧（新規業務に関しては「着手」）時

間は必然的に推定できた．

3） 経営資源調査

　行程 2で各部署が挙げた重要業務を遂行するために必要

な経営資源〔人的・物的資源（以下，資源）〕について，職

種や人数，電気・水といったライフライン，物品，情報な

どを項目・数量を含めて詳細に調査した．他のほとんどの

行程は 1ヵ月で調査を進めたが本行程は BCPの核心とな

るため 2ヵ月をかけてじっくり調査を行った．

4） リスク分析・評価・対策

　行程 3で各部署は重要業務遂行に必要な資源を詳細に調

査分析した．これらの資源の災害時への準備達成度につい

て以下の基準に沿って各部署は自己評価を行った．準備の

達成度 A：準備は十分，B：準備に着手しており順調，C：

準備に着手しているが問題あり，D：準備未着手．達成度

C，Dと評価された資源については，問題解決の方策につ

いても具体的に記載した．これを取りまとめた一覧表を作

成し，各資源の災害時への準備達成度，問題解決のための

事前対策を可視化，具体化した（詳細は東北大学病院ホー

ムページ11）を参照のこと）．重要業務遂行のための資源管

理・事前対策が事業継続力に直結することから8），BCP策

定にとって重要と考えた行程 3，4については 2ヵ月を費

やし極力丁寧に検討した．

5） リスク対策表策定/被害想定

　行程 4を整理し，（ⅰ）複数部署にまたがる事前対策，

（ⅱ）各部署単独で解決できる事前対策に分類し「実施す

べき事前対策」一覧表を作成した．表内には対策の責任部

署（者），実施計画日，実施完了日欄を設け責任の所在，期

限を明確にした．この行程において，本 BCPで想定する

危機事象を仙台平野直下型地震（震度 6強）とした．震

度，被害想定においては仙台市の公表する『仙台市地震ハ

ザードマップ』を参考にした10）．

6） アクションプランの見直し・BCP文書取りまとめ・

BCP第 1版策定

　2014年 1月までに当院有志が中心となって取りまとめ

た「部署ごとのアクションプラン」を各部署で更新し

BCP内に「具体的な行動計画」として取り込んだ．これは

各部署が発災後の時間経過に従って実施すべき項目を

チェックリスト式に記載したもので，混乱する発災直後の

初動に抜け落ちがないよう工夫されている．総則や文書体

精神経誌（2022）第 124巻　第 3号

１．常設BCP委員会設置（2016年11月）

２．重要業務調査/目標復旧時間の推定

３．経営資源調査

４．リスク分析・評価・対策

５．リスク対策表策定/被害想定

６．アクションプラン見直し・BCP文書取りまとめ

７．東北大学病院BCP第1版制定（2017年11月）

図 2　東北大学病院BCP策定行程
厚生労働省や東京都の医療機関BCPガイドライン，成書を参考
に行程を立案．2014 年までにまとめた「部署ごとのアクショ
ンプラン」をBCP内に取り込んだ．
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系などの体裁を整えた BCP素案を委員会で承認，病院幹

部で構成される運営評議会での承認を経て 2017年 11月 1

日に BCP第 1版を策定した．他の医療機関の参考となる

よう，外部公開版を当院ホームページ上で公開している11）．

Ⅱ．東北大学病院の事業継続管理（BCM）

　策定した BCPは人事異動や施設設備の変更に伴って記

載事項に実情との乖離が生じる．また訓練や実災害経験を

通して BCPの不備や不十分な点が明らかになる．これを

放置しては次の災害時に BCPは役に立たなくなるため，

定期的な更新が BCPには必要になる．

　事業継続活動の本質は「BCP」という文書を策定する

ことではなく，文書更新を含め事業継続にかかわるあらゆ

るマネジメント（BCM）を不断に行うことのできる組織

作り，意識づけにある．「計画」そのものよりも「計画を立

てられる・修正できる力（事業継続力）」の醸成に意味が

ある．事業継続力の向上が不測の事態への迅速柔軟な対応

につながり，さらにしなやかな回復につながる．

　当院ではBCM活動の一環として，年に一度のBCP更新

と，各種訓練に取り組んでいる．ここでは当院の取り組む

緊急施設・設備点検訓練，また BCMが実対応につながっ

た新型コロナウイルス感染症への初動の 1例を紹介する．

1．	緊急施設・設備点検訓練

　2018年度以降，当院では緊急施設・設備点検訓練（以

下，本訓練）を繰り返し実施している．当院が災害時にも

医療機能を継続し社会的責務を果たすためには，施設設備

が代替手段を用いてでも稼動していることが大前提となる

からであり 2011年の東日本大震災の経験にも基づく．

　前述したように当院は病床数 1,160に及ぶ巨大病院で診

療にかかわる建物数は 10近くある．最大の建物は東西病

棟で地下 2階，地上 17階＋ヘリポート（19階相当）に及

ぶ．東日本大地震ではエレベーターが停止し，保守点検に

かかわる職員も地下 2階から地上 19階相当のヘリポート

までを階段で移動し点検にあたる必要があった9）．身体的

負荷もさることながら，要領よく点検しなければ高層かつ

複数ある建物群の被害把握に相当の時間を要してしまい，

災害時の迅速な病院運営方針決定が難しくなる．

　本訓練では，第 1回災害対策本部会議の開催される発災
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評価値
　　　　　　 患者
（通常）患者の健康状態を維持
できること

　　　         社会的評価
（通常）社会から信用され，社会
貢献できること

C 患者の健康状態を維持することが
できない．死者発生の可能性．

社会的貢献がまったくできず，信用
が失墜する．回復不能な患者離れ．

B 一部の患者の健康状態を維持でき
ない．病状悪化の可能性．

十分な社会的貢献ができないが，
業務再開で信用回復は可能．

A 患者の健康状態にはまったく，ま
たはほとんど影響ない．

十分な社会的貢献ができる．ほとん
ど影響はない．

新規 or
通常

重要業務
（中項目）

新規

新規

新規

通常

新規

施設
職員

患者と来訪者
職員
患者
トリアージエリア
外来
病棟
中央診療部門
外来
病棟
中央診療部門

一時も中断できない

家族の支援も考慮

災害拠点病院として
の社会的使命．発災
後1時間以内に受け入
れ可能にする

2週間以内に通常診療
体制に戻す

災害拠点病院の役割

3ヵ月1ヵ月2週1週3日24時間12時間6時間3時間＜1時間
業務中断時間（≒目標復旧時間）

理由

安全確保

生活支援

多数傷病者受入体制構築

通常診療業務

災害時の地域医療機関の支援

重要業務部署名

病院
本部

図 3　重要業務と目標復旧時間調査一覧（一部抜粋）
重要業務中断による患者健康状態・社会的影響を評価基準に沿って A～C に分類．重要業務のなかでも優先的に行う業務，待機的に行う業務を可
視化し整理できた．図は病院本部部分のみを抜粋．
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後 1時間までに，いかに効率よく重要施設・設備を点検で

きるかに焦点をあてて実施している．点検者は 2名 1組，

ヘルメット着用，複数の通信機器・点検チェックリストを

持参して点検活動を行う（図4）．エレベーターは使用しな

い．ゆえに心臓や足腰に持病を抱える点検者を病棟点検担

当から外すなどの実際的な配慮も必要になる．2018年度

の初回訓練では，限られた時間ではすべての箇所を精査で

きないことを身をもって知ることになった．それが既存の

点検チェックリストの更新につながり，被害想定を変え繰

り返し訓練を実施することでさらに効率のよい点検ルー

ト・点検方法確立につながっている．なにより，保守点検

に従事する外部委託業者，院内の施設・設備担当職員が

「自発的に」点検チェックリストの見直しを図れるように

なったことが最大の収穫である．

2．	新型コロナウイルス感染症（COVID—19）蔓延に伴う

一斉臨時休校要請への初動対応

　COVID‒19流行初期においてBCM活動が最も効果を発

揮したのは 2020年 2月の一斉臨時休校要請への対応であ

る．COVID‒19が徐々に蔓延し始めていた 2月 27日，政

府対策本部から突然の全国小・中・高等学校などの臨時休

校要請が発出された5）．一見，医療機関とは関係のない要

請にも思われたが，小学校低学年児童を抱える看護師など

の病院職員は子どもの預け先を確保できず，一部地域では

感染症指定医療機関の診療機能縮小を引き起こした7）．

　「職員数減少」という事象はBCPを検討する過程で最も

想定する結果事象の 1つである．原因が地震であれ感染症

であれ，「職員が足りない」という結果事象は同様に発生

し，いずれにせよ病院機能継続に重大な影響を与える．2

月 27日（木）夕方から当院 BCP委員会メンバー，病院総

務課職員が動き出し，夜半には病院幹部の了承を取り付け

翌 28日（金）早朝には病院職員，特に看護師出勤への影

響調査を開始した．学童保育などの臨時対応もあり，3月

2日（月）からの一斉臨時休校に伴う欠勤者は多くなく，

病院機能継続に大きな影響のないことが 28日（金）昼過

ぎには判明した．

　巨大な組織になるほど初動には時間を要する．本事例で

は，結果として病院機能に大きな影響はなかったが，BCM

に継続的に取り組み「学校休校→職員数減少」を想像し迅

速に初動対応に結びつけた好事例と考えている．

お　わ　り　に

　BCP策定行程において，重要業務遂行のための「資源管

理」が鍵になるととらえ，資源にまつわる調査をじっくり

と行った．地道な調査作業には多大な時間と労力を要した

が，各部署は自らの弱点を明確にすることができ委員会活

動で課題解決を図る道筋を確立できた．また常設・定例の

委員会会合開催が課題解決の進捗を管理し PDCA〔P：

Plan（計画），D：Do（実行），C：Check（評価），A：

Action（改善）〕サイクルを回す BCMシステムも構築し

えた．課題解決は確実な病院強靱化につながる．これから

BCP・BCMに着手予定の諸兄にも，いわゆる「雛型のコ

ピペ」ではなくガイドライン，成書などを参考に手順を踏

んでの BCP策定をお勧めする．労力を要した分，得られ

る果実も相当に大きい．

　病院避難，CBRNE〔C：Chemical（化学），B：Biolog-

ical（生物），R：Radiological（放射線），N：Nuclear

（核），E：Explosive（爆発物）〕災害への対応など当院

BCPには今後取り組むべき課題も多い．また近年，規模・

頻度が格段に増大している水害に対しても水害対応タイム

ラインの向上を図らねばならない．BCM活動に終わりは

なく，引き続きこの活動を推進し災害に強く社会に信頼さ

れる医療機関をめざしていく．

精神経誌（2022）第 124巻　第 3号

図 4　緊急施設・設備点検訓練の様子
点検者は 2人 1組で点検チェックリストに沿って院内重要施
設・設備を点検する．各組に点検ルートが定められている．毎
年，異なった場所に被害想定が隠されている．災害でエレベー
ターが停止している可能性もあり，訓練ではエレベーターを使
用しない．
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　なお，本論文は 2018年 12月に雑誌「救急医学」（第 42巻第 13

号，へるす出版）に掲載された内容を推敲し詳述を加え，その後の経
過に関する内容を追記し執筆した．

　利益相反　第 4著者（藤井）は三菱 UFJリース株式会社より研究
費を受理している．他の著者に開示すべき利益相反はない．

　謝　辞　本稿を執筆するにあたり，当院 BCP策定および BCMに
深く携わる病院施設企画室桜井　力氏に深く感謝する．
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　　Located in Sendai, Japan, Tohoku University Hospital played an important supporting role 

after the Great East Japan Earthquake in March 2011, having dispatched many medical staff 

and accepted many patients from affected hospitals in the coastal area. Although it did not suf-

fer major human or property damage, the hospital experienced issues such as long‒term dis-

ruption of lifelines and elevator stoppages. The episode revealed the importance of establishing 

proactive measures for resources related to the continuation of hospital functions and culminat-

ed in the formulation of a Business Continuity Plan（BCP）, initiated in November 2016. The 

first edition of BCP was compiled in November 2017 through the following steps：1）Estab-

lishment of the BCP committee；2）Review of critical operations/estimated Recovery Time 

Objective（RTO）；3）Investigation of human and material resources；4）Risk analysis, 

assessment, and measures；5）Development of a proactive measures list/damage assess-

ment；6）Reexamination of action plan, report of BCP documents；and 7）Development of 

the first edition of BCP. A formulated BCP requires Business Continuity Management

（BCM）because, over the years, dissociation occurs between the items in the initial plan and 

the actual situation. Business continuity is focused more on the ability to make and modify 

plans than on the format of the plans. In this sense, based on the experience with the Great East 

Japan Earthquake, the hospital has established the premise that, in order to continue its medical 

activities and fulfill its social responsibilities even in the event of a disaster, its facilities and 

equipment must remain in operation. As part of BCM activities, the hospital has been carrying 

out emergency facility/equipment inspection training since 2018. A checklist has been created 

to efficiently inspect the ward building equivalent to the 21st floor above ground and under-

ground without using an elevator, and this checklist is updated with each training. In response 
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to the request for temporary school closure due to the spread of the new coronavirus in Febru-

ary 2020, the hospital’s BCM activities have been successful, leading to a prompt survey of 

hospital staff attendance. A steady BCP formulation process, which includes investigating 

resources, prioritizing operations, and considering alternatives, requires considerable time and 

effort, but the awareness of each department in TUH was increased, leading to the formation of 

an organization capable of responding quickly and flexibly to irregular situations.
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